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第 1 章 総論 

Ⅰ.外部監査の概要 

１.外部監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37 第 1 項に基づく包括外部監査 

２.選定した特定の事件（テーマ） 

「公の施設の管理運営及び指定管理者制度の事務の執行について」 

   なお、財務事務の監査の対象期間は原則として平成 19 年度（平成 19 年 4 月

1 日から平成 20 年 3 月 31 日まで）とした。 

３.事件を選定した理由 

小泉内閣の官業の民間開放路線の一環として、地方公共団体の公共施設運営

の経費削減やサービス向上を目指し民間企業などの参入で平成 15 年 9 月の地

方自治法一部改正施行により、公の施設の管理運営については管理委託制度が

廃止され、指定管理者制度が導入されることとなった。制度施行後 3 年間は経

過措置として旧法の管理委託制度に基づく外郭団体1などへの委託が認められ

ていたが、平成 18 年 9 月にその猶予期限が終了し、地方公共団体が引き続き

外部に管理運営を委ねる場合には指定管理者制度に移行するか、直営に戻すか

の選択をしなければならなかった。 

   兵庫県では、平成 18 年以降、指定管理者制度への移行を推進しており、県

が設置した公の施設の施設数、運営形態は平成 20 年 4 月 1 日現在下記の通り

となる。 

運営形態  

区 分 

 

施設数 指 定 管 理 者 制 度

（うち公募） 

県直営 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ

施設 

22 施設 22 施設(2 施設） － 

産業振興施設 9 施設 3 施設(1 施設) 6 施設 

基盤施設 556 施設 522 施設(26 施設) 34 施設 

文教施設 41 施設 14 施設(1 施設) 27 施設 

医療・社会福祉

施設 

51 施設 31 施設(  － ) 20 施設 

計 679 施設 592 施設(30 施設) 87 施設 

 

                           

1外郭団体とは官庁などの組織の外にあって、相互に関係をもちながら事業をしている団体

（出典：三省堂 現代国語辞典） 
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※法令で設置者が管理することが義務付けられている施設を除く 

 ・基盤施設（道路、河川、漁港施設、流域下水道） 

 ・文教施設（県立学校、県立大学） 

  

平成 20 年 10 月に策定・公表された「新行財政構造改革推進方策〔新行革

プラン〕」の中で、「効率的な県政運営の推進」という改革の視点のもと、指

定管理者制度を推進することが提唱されるとともに、施設維持費の抑制とし

て、公的施設等の維持管理経費について、平成 19 年度当初予算額の概ね 85%

水準へ抑制することが言われており、具体的な施策の一つとして指定管理者

制度の導入に当たり公募を実施することがあげられている。 

このような状況下で指定管理者制度の導入期を終え、同制度の変換時期に

あることから兵庫県民にとって上記の「特定の事件」について監査する事は

有意義と考え、この事件を選定することとした。 

 

４.外部監査の方法 

(1)監査の視点 

地域性の強い施設や市町立施設とすることで一層の利用促進、経営の効

率化が見込まれる施設は、市町への移譲又は移管を行うとともに、廃止に

ついても検討する。 

指定管理者選定における公募の拡大や運営体制等の見直しにより、サー

ビス水準の向上とコスト縮減の両面から運営の合理化・効率化を推進する。

以上が改革の基本方向として新行革プランに示されている。 

①指定管理者制度に移行した施設について 

・指定管理者の選定手続は適正に行われているか 

・指定の期間は妥当であるか 

・公の施設の管理運営経費は削減されたか 

・住民サービス向上と住民負担の観点から問題はないのか 

・地方公共団体や県の外郭団体等が指定管理者となっている施設につい

ては、制度の趣旨（民間ノウハウの活用等）に沿っていると言えるか 

・非公募方式を採った施設については、公募を行わない合理的な理由が

あるか 

・協定書の内容は妥当であるか 

②直営方式を継続する施設について 

・指定管理者制度へ移行しない合理性があるか 

・指定管理者制度への移行についての検討がなされているか 
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③各施設は設置管理条例に基づき適切に運営がなされているか。また、指

定管理者制度に移行した施設について、設置管理条例の改正が行われて

いるか 

④各施設の利用状況はどうか 

⑤公有財産及び物品の管理は適切に行われているか 

⑥施設の維持管理・修繕は適切に行われているか 

⑦契約事務の手続きは適切に行われているか 

⑧その他の財務事務は適切に行われているか 

(2)主な監査手続 

①諸規定の妥当性について適切に検証されているか 

②関係書類への査閲及び照合 

③関係部署担当者への質問及び資料の入手 

④各数値の比較分析 

 

５.包括外部監査の実施期間 

  自平成 20 年 9 月 18 日 至平成 21 年 2 月 6 日 

     なお、平成 20 年 4 月 1 日から平成 20 年 9 月 17 日までは事件の選定を行うと

ともに補助者の選定を行った。 

 

６.包括外部監査従事者の資格 

公 認 会 計 士  遠藤眞廣 

公 認 会 計 士  小市裕之 

公 認 会 計 士  堀 裕三 

公 認 会 計 士  福井 茂 

公 認 会 計 士  青戸祥倫 

公認会計士試験合格者 小池賢司 

公認会計士試験合格者 熊谷清美 

 

７.利害関係 

 包括外部監査の対象となった事件につき、私は地方自治法第 252 条の 29 の規

定により記載すべき利害関係はない。 
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Ⅱ.指定管理者制度の概要 

１.指定管理者制度とは 

(1)制度の目的 

指定管理者制度は、広く民間事業者等を含む候補者の中から、最も適切な団

体を議会の議決を経て公の施設の管理を行わせ、民間の知恵とノウハウを活用

し、住民サービスの向上と経費の節減を図りながら、多様化する住民ニーズに

より効率的・効果的に対応していく為の制度である。加えて、公の施設の管理

を公社、第3セクター、財団法人等の多くが担っていることから、民間との競

合に耐えるための取り組みを通じ、地方公共団体出資法人の経営健全化等に資

することも考えられる。 

行財政改革が言われており、その流れの一つが行政の「民営化」であり、具

体的には公共分野への市場原理の導入と考えられる。指定管理者制度の導入促

進もその一つであり、公募による公共分野への市場原理の導入に他ならないの

である。 

(2)指定管理が行えない業務 

指定管理者制度は、これまで外郭団体等に限られていた公の施設の管理・運

営を、地方公共団体が指定する法人やその他の団体に行わせる制度である。た

だし、個別の法律で管理主体が限定される、学校、道路、河川、下水道などの

施設については、指定管理者に管理を行わせることができない。 

指定管理者は、条例の定めによって、施設の使用許可や利用料金を収入とし

て徴収するなど、処分権限に該当する業務を含む公の施設の管理を行うことが

できる。ただし、使用料の強制徴収、不服申立てに対する決定、行政財産の目

的外使用許可等、法令によって、地方公共団体の長のみが出来るとされている

権限については行うことができない。 

(3)従来の管理委託制度の違い 

項目 指定管理者制度（改正後） 管理委託制度（改正前） 

管理運営主体 法人、その他の団体(民間

事業者、NPOなども可) 

※ 法 人 格 は 必 ず し も 必 要

ではないが、個人は不可 

公共団体、公共的団体（商

工会、農協等）、地方公共団

体が２分の１以上出資する

出資法人等 

選定手続 議 会 の 議 決 を 経 て 指 定 す

る 

相手方を条例で規定する 

 

 

 



平成21年３月31日 火曜日    兵 庫 県 公 報           第８号外 

11 

 

管理の基準及び業務

の範囲等の規定方法 

条 例 及 び 指 定 管 理 者 と の

協定 

地方自治法上の「契約」に

は該当しないため、同法で

規定する「入札」の対象と

はならない 

施 設 の 設 置 者 で あ る 地 方

公 共 団 体 は 管 理 権 限 の 行

使は行わず、責任を果たす

立 場 か ら 必 要 に 応 じ て 指

示を行う 

施設の設置者である地方

公共団体との契約（委託

契約）に基づき執行を行

う 

施設の管理権限及び責任

は地方公共団体が引き続

き有する 

公の施設の使用許可 指 定 管 理 者 が 行 う こ と が

できる 

受託者はできない 

不服申立に対する決

定、行政財産の目的

外使用許可 

指定管理者はできない 受託者はできない 

管理運営を行わせる

期間 

施 設 毎 に 議 会 の 議 決 で 定

める（複数年度の指定可）

施設ごとに契約で定める

(原則、年度更新) 

事業報告 年 度 ご と に 事 業 報 告 書 を

提出 

年度終了時に業務完了届

を提出 

公の施設の設置者と

し て の 責 任 (利 用 者

に 損 害 を 与 え た 場

合) 

地 方 公 共 団 体 に も 責 任 が

生じる 

地方公共団体にも責任が

生じる 

 

２.公の施設とは 

地方自治法第244条第１項において、「公の施設」について地方公共団体の有す

る施設のうち「住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施

設」と定義されている。 

概ね、次の要件を充たすものとされている。 

①施設を設置した地方公共団体の住民の利用に供するものであること 

②住民の福祉を増進する目的をもって地方公共団体により設置された施設であ

ること 

③法律または規定により設置されたものであること 
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「公の施設」の例 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ・ ｽﾎﾟｰﾂ施

設 

産業振興施設 

基盤施設 

文教施設 

医療・社会福祉施設

・・・ 

 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

競技場、野球場、体育館、宿泊休養施設等 

 

情報提供施設、展示場施設、開放型研究施設等 

駐車場、大規模公園、水道施設等 

県民会館、文化会館、博物館、美術館、自然の家等 

病院、老人福祉センター等 

 

３.指定管理者制度の地方自治法上の規定 

「公の施設」は、昭和38年の地方自治法の改正により、管理委託制度が導入

されている。管理委託先としては当初公共団体または公共的団体に限定されて

いたが、平成3年の改正により管理委託先は「普通地方公共団体が出資してい

る法人で政令で定めるもの、又は公共団体若しくは公共的団体」とされている。

また、地方自治法第244条の2第1項において「普通地方公共団体は法律又はこ

れに基づく政令に特別の定めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその

管理に関する事項は、条例でこれを定めなければならない」とされており、平

成15年の改正により、同3項において「普通地方公共団体は、公の施設の設置

の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、条例の定めるとこ

ろにより、法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指定するものに、

当該公の施設の管理を行わせることができる」とされている。 

 

４.指定管理者制度の目指すもの 

 

   平成15年6月6日に成立、同年6月13日に公布された地方自治法の一部を改正

する法律（平成15年法律第81号。以下「改正法」という）は公の施設の管理

について指定管理者制度を導入し、その適正かつ効率的な運営を図ることを

目的としたものである。 

   この改正を受けて総務省自治行政局長から各都道府県知事宛に通知（総行 

行第87号 平成15年7月17日。以下「総務省通知」という）が発せられている。 

①「改正前の地方自治法第244条の2第3項の規定に基づき管理の委託を行って

いる公の施設については、この法律の施行後3年以内に当該公の施設の管理

に関する条例を改正する必要があり、その際、公の施設の管理状況全般に

ついて点検し、指定管理者制度を積極的に活用されるようお願いします。」 

②「今般の改正は、多様化する住民ニーズにより効果的、効率的に対応する

ため、公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を 
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図るとともに、経費の節減等を図ることを目的とするものであり、下記の

点に留意の上、公の施設の適正な管理に努められたいこと。」として、 

  指定管理者に関する事項 

  条例で規定すべき事項 

  適正な管理の確保等に関する事項 

が示されている。 

 

(1)指定管理者に関する事項としては 

①「民間事業者等が幅広く含まれるものであること。（第244条の2第3項関係）」 

②「使用料の強制徴収（第231条の3）、不服申立に対する決定（第244条の4）、

行政財産の目的外使用許可（第238条の4第4項）等法令により地方公共団体

の長のみが行うことができる権限については、これらを指定管理者に行わせ

ることはできないものであること。（第244条の2第3項関係）」 

③指定に当たって議決すべき事項として、「公の施設の名称、指定管理者とな

る団体の名称、指定の期間等であること。（第244条の2第6項関係）」 

が示されている。 

 

(2)条例で制定すべき事項としては 

①「指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲」

等が定められている。 

・指定の手続について、「指定の申請に当たっては、複数の申請者に事業計画  

書を提出させることとし、選定する際の基準としては例えば次のような事項

を定めておく方法が望ましいものであること。 

ア住民の平等利用が確保されること。 

イ事業計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の

縮減が図られるものであること。  

ウ事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力、人的能力を有している

こと。」 

     ・「「管理の基準」としては、住民が当該公の施設を利用するに当たっての基本

的な条件（休館日、開館時間、使用制限の要件等）のほか、管理を通じて取

得した個人に関する情報の取扱いなど当該公の施設の適正な管理の観点か

ら必要不可欠である業務運営の基本的事項を定めるものであること。」 

     ・「業務の範囲」としては、「使用の許可まで含めるかどうかを含め、施設の維

持 管 理 等の 範 囲 を各 施 設 の目 的 や 態様 等 に 応じ て 設 定す る も ので あ る こ

と。」   
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②「指定管理者制度においても、利用料金を当該指定管理者の収入として収受 

させることができることとし、当該利用料金は、公益上必要があると認める

場合を除くほか、条例の定めるところにより、指定管理者が定めるものとし

ていること。」 

③「指定管理者に支出する委託費の額等、細目的事項については、地方公共団

体と指定管理者の間の協議により定めることとし、別途両者の間で協定等を

締結することが適当であること。」 

が示されている。  

 

(3)適正な管理の確保等に関する事項としては 

①「「事業報告書」においては、管理業務の実施状況や利用状況、料金収入の

実績や管理経費等の収支状況等、指定管理者による管理の実態を把握するた

めに必要な事項が記載されるものであること。」 

②「清掃、警備といった個々の具体的業務を指定管理者から第三者へ委託する

ことは差し支えないが、 … 管理に係る業務を一括してさらに第三者へ委

託することはできないものであること。」 

③「指定管理者が管理を通じて取得した個人情報については、その取扱いにつ

いて十分留意し、「管理の基準」として必要な事項を定めるほか、個人情報

保護条例において個人情報の保護に関して必要な事項を指定管理者との間

で締結する協定に盛り込むことを規定する等、必要な措置を講ずべきもので

あること。また、指定管理者の選定の際に情報管理体制のチェックを行うこ

と等により、個人情報が適切に保護されるよう配慮されたいこと。」 

が示されている。 

 

(4)「道路法、河川法、学校教育法等個別の法律において公の施設の管理主体が限

定される場合には、指定管理者制度を採ることができないものであること。」 

とも示されている。 
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Ⅲ.兵庫県の対応 

１.兵庫県における指定管理者制度の概要 

(1)上記地方自治法の改正を受け、兵庫県は「公の施設の指定管理者の指定等に

関する条例」（平成16年3月11日兵庫県条例第2号）により指定管理者の指定の

手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲に関する必要な事項を定め、

同条例の施行に関しての必要な事項を「公の施設の指定管理者の指定等に関す

る条例施行規則」を定めている。 

(2)また、指定管理者制度が全面的に導入されたことに伴い、下記通知が発せら

れている。 

①公の施設の指定管理者における情報公開及び個人情報保護の措置について

（平成18年3月6日付 県民情報室長通知） 

②公の施設の指定管理者における行政手続の措置について（平成18年3月6日付     

県民情報室長通知） 

③指定管理者制度導入施設の管理運営の評価に係るガイドラインについて（平

成19年3月27日付 新行政課長通知） 

④指定管理者の公募に関するガイドラインについて（平成19年3月29日付 企

画管理部長通知） 

ア指定管理者制度の適用基準 

このガイドラインによると公募により指定管理者を選定する施設につい

て、「公の施設は、それぞれの設置目的に沿って広く県民に安定的なサービ

スを提供する役目を持っており、公の施設としての公共性、利用の公平性、

運営の安定性の確保を図ることを原則とする。この原則を踏まえた上で、民

間事業者のノウハウを活用することにより、より効率的で県民サービスの向

上につながる質の高い管理運営が期待できる場合については、公募により指

定管理者を選定する。」 

  イ公募・非公募の適用基準 

また、特定の者を指名する施設として、 

・管理運営にあたり県行政との一体性が必要とされる施設 

・高度な専門的知識の蓄積・活用等が必要とされる施設 

・施設の設置目的に沿って関係団体等との利用調整や密接な連携を必要とす

る施設 

・隣接施設との一体的な管理運営や近傍市町立施設との密接な連携等により

効果的な管理運営が図られる施設 

・地域住民が管理運営に主体的に参画している施設 

が該当するとしている。 
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２.平成 20 年 10 月 6 日現在の指定管理者制度導入施設 

《計 97 施設＋県営住宅 498 団地》 
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Ⅳ.監査の結果（総論） 

１.所管部局の指導、監督について 

① 所管部局として指定管理者への指導、監督に係るマニュアルを作成し、マニ

ュアルに従った運用を行い、指導、監督が一定水準以上となるよう体系的にル

ール化し、客観的に県民から理解できるように実施すべきである。(意見) 

 ② 自己評価シートの管理を十分行うべきである。（意見） 

 

２.資産管理について 

資産管理のマニュアルを整備するとともに、運用及び報告体制を含む管理体制を

構築すべきである。(指摘) 

 

３.指定管理者制度の適用基準及び判断について 

 指定管理者制度の適用の意義を判断する基準も入れ、極力曖昧な部分を残さず、

また指定管理者制度を適用するか否かの判断は対象施設の意義の検証を踏まえて、

明確な基準に基づき実施すべきである。（意見） 

 

４.公募・非公募の適用基準 

指定管理者制度を導入している 98 施設のうち、75 施設は特定の者を指定管理者

に指名しているが、公募・非公募の適用基準（現在 5 つの基準により特定の者を指

名）については、より県民にわかり易い基準とし、極力曖昧な部分を残すべきでは

ない。（意見） 

  

５.指定管理料の算定の考え方について 

事業実施に必要な経費を適切に算出するため、指定管理料の算定は統一的な基準

を持ち、指定管理料は指定管理者が削減努力を進める体系とすべきである。（意見） 

 

６.業務仕様の策定に関する方針・方法について 

①仕様書の記載項目について 

募集要項には施設の政策目的や現状の抱える課題を明確に示し、仕様書は指

定管理者の創意工夫を引き出すために、達成すべき成果を中心とした記述とし、

実施方法は指定管理者に委ねるようにすべきである。（意見） 

②インセンティブのあり方について 

特定の者を指定管理者とした場合、指定管理料は精算方式をとっている。精

算方式の場合、精算に係る責任を負うことなく管理運営費の削減努力を引き出

せない懸念がある。精算方式を改め、一括定額方式とすること等により指定管 
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理者の創意工夫や事業努力を引き出し、インセンティブ等積極的に活用すべき

である。（意見） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 








